
第13 期  定時株主総会

招集ご通知

第13期定時株主総会会場は秋田市となっております。
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● 新型コロナウイルス感染防止のため、書面（郵送）又はインターネット等による事前の議決権行使をい
ただきますようお願い申し上げます。

● 株主総会ご出席の株主さまへのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承くださいますよ
うお願い申し上げます。



ごあいさつ

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けていらっしゃる皆さま、また、地
震や大雨により被害を受けられた皆さまに、心よりお見舞い申し上げます。
　フィデアグループは、2021年12月、サステナビリティ方針を策定し公表
いたしました。サステナビリティ方針は、経営理念「一人ひとりの情熱と知
恵と挑戦で、東北を幸せと希望の産地にします。」のもと、私たちが東北地
方に根差した地域金融機関として、持続可能な地域社会の実現に貢献し、地
域のお客さまとともに成長していくというサステナビリティ経営の考え方を
まとめたものです。
　人口減少、高齢化が進展するとともに、地球温暖化の影響により自然災害
が増加するなど、SDGs実現やCO₂排出量削減の取り組みは喫緊の課題と
なっております。私たちは、地域社会とフィデアグループが持続的に成長す
るための５つの重要課題（①地域経済の持続的な成長、②持続可能な地域環
境づくり、③人権の尊重、④働きがいのある職場づくり、⑤社会から信頼さ
れるガバナンス構築）に積極的に対応することで、地域経済の持続的な発展、
ひいてはフィデアグループの企業価値向上に取り組んでまいります。
　第４次中期経営計画の２年目にあたる2021年度の業績は、手数料収益の
増強及び経費削減の進展による顧客部門の収益性改善を背景として、業績予
想を上方修正するなど順調に推移いたしました。2021年９月には公的資金
100億円のうち50億円を返済し、また今期の株式配当金の増配（従来の年
間60円から75円に）を決定しております。
　コロナ禍の終息が見えない中、世界景気の後退懸念、異業種参入による 
競争環境の変化など、取り巻く経営環境は厳しさを増しておりますが、お取
引先のニーズや課題に寄り添うコンサルティング営業を徹底し、お客さまの
知恵袋、地域になくてはならない信頼され相談される銀行を目指してまいり
ます。
　株主の皆さまには、荘内銀行、北都銀行をはじめ、フィデア情報総研、
フィデアリース、フィデアカード、フィデアキャピタルなど、グループ各社
に格別のご支援ご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。引き続き、ご支援ご
愛顧賜りますようお願い申し上げます。

フィデアホールディングス株式会社

取締役兼代表執行役社長 田尾 祐一
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東北に誇りを持つ。東北で暮らすことが憧れになる。
そんな未来を、一人ひとりのアイデアとアクションで
生み出していきます。広げていきます。

東北に根差して、東北の人たちと育む新しい価値を
人々へ、世の中へ。

もう、何気なく夢見るだけでは、つくりたい未来には届かない。
大切なのは行動すること。
地域のいちばんのファンとして、サポーターとして、
いつだって同じ目線に立ちながら。
ときには金融機関らしくない、思い切ったチャレンジも取り入れて。

一人ひとりが、考えます。動きます。
世界のどこよりも幸せと希望が実る、
東北の未来のために、いま。

サステナビリティ方針
　フィデアグループは、東北地方に根差し新しい価値を育む広域金融グループとして、「東北を
幸せと希望の産地にする」という経営理念の実現に向け、我々を取り巻く、地域経済の持続的な
成長、持続可能な地域環境づくり、人権の尊重、働きがいのある職場づくり、並びに社会から信
頼されるガバナンス構築の５つを重要な社会課題として認識し、これらの解決に取り組みます。
　これらの課題解決を通じて当社グループの企業価値向上を実現し、地域社会と地域経済の持続
的な発展に貢献してまいります。

一 人 ひ と り の 情 熱 と 知 恵 と 挑 戦 で、
東 北 を 幸 せ と 希 望 の 産 地 に し ま す。

ー プグ ル 理 念経 営
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証券コード 8713
2022年６月１日

第13期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第13期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知
申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等によって議
決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類
をご検討のうえ、2022年６月23日（木曜日）午後５時までに議決権を行使
くださいますようお願い申し上げます。

敬　具　
記

１．日　　時 2022年６月24日（金曜日）午前10時（受付午前９時より）

２．場　　所 秋田県秋田市中通三丁目１番41号
　北都銀行本店 本館４階 大会議室

宮城県仙台市青葉区中央三丁目１番24号
フィデアホールディングス株式会社
取 締 役 兼
代表執行役社長 田 尾　 祐 一

株 主 各 位

　本年の第13期定時株主総会会場は秋田市となっております。末尾の会
場ご案内図をご参照いただき、お間違えのないようご注意ください。

・ 第13期定時株主総会につきましては、秋田県秋田市で開催し、宮城県仙台市、山形
県鶴岡市及び山形県山形市を中継会場といたします。

・ 中継会場では、本会場の模様をスクリーンを通してご覧いただけるようになっており
ますが、ご質問、賛否等株主の権利のご行使はできません。

・ ご来場の際は、末尾の株主総会会場ご案内図及び中継会場ご案内図をご参照いただき、
お間違えのないようご注意願います。
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株主各位

３. 会議の目的事項

報 告 事 項 1.　第13期( 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで )事 業 報 告 の 内 容 及 び 連 結

計算書類の内容並びに会計監査人及び監査委員会
の連結計算書類監査結果報告の件　

2.　第13期( 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで ) 計算書類の内容報告の件

　
決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役12名選任の件

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に
提出くださいますようお願い申し上げます。

◎　インターネットによる開示について
次の事項は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき当社ホームページ
に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりませ
ん。
①事業報告の「当社の新株予約権等に関する事項」「業務の適正を確保
する体制及び当該体制の運用状況」「特定完全子会社に関する事項」
「親会社等との間の取引に関する事項」「会計参与に関する事項」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
当社ホームページアドレス
　http://www.fidea.co.jp/
なお、これらの事項は、監査委員会が監査報告を、会計監査人が会計監
査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類および計算
書類に含まれております。

◎　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、当社ホームページ（http://www.fidea.co.jp/）に修正
後の内容を掲載させていただきます。

◎　当日当社では、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので､ 
ご了承くださいますようお願い申し上げます。
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新型コロナウイルス感染防止への対応について

新型コロナウイルス感染防止のため、書面（郵送）又はインターネット等に
よる事前の議決権行使をいただきますようお願い申し上げます。

新型コロナウイルス感染防止へ向けた対応について

　本株主総会における新型コロナウイルス感染防止に向けた当社の対応につきまし
て、以下のとおりご案内いたしますとともに、株主の皆さまのご理解とご協力をお
願い申し上げます。

１．株主さまへのお願い
　●　株主の皆さまにおかれましては、当日までの健康状態にご留意いただき、く
　　れぐれもご無理をなされませぬようお願いいたします。
　●　ご高齢の方や基礎疾患がある方、妊娠されている方におかれましては、株主
　　総会へのご出席を見合わせることもご検討ください。

２．ご来場される株主さまへのお願い
　●　本会場、中継会場ともに、会場入口付近で検温を実施させていただきます。
　　なお、計測の結果37.5度以上の発熱が確認された方や、体調不良とお見受けさ　　
　　れる方につきましては、運営スタッフがお声掛けのうえ、ご入場をお控えいた
　　だく場合がございますので、あらかじめご了承ください。
　●　ご来場の株主さまにおかれましては、受付に設置しておりますアルコール消
　　毒液の使用をお願いいたします。また、マスクを着用いただきご来場及びご出
　　席下さいますようお願い申し上げます。
　●　株主さま同士のお席の間隔を広くとるため、十分な席数が確保できない可能
　　性がございます。万が一お席がご用意できない場合、何卒ご容赦いただきます
　　ようお願い申し上げます。
　●　株主総会の議事は、円滑かつ効率的に執り行うことで、例年よりも短時間で
　　行う予定でおりますので、ご理解とご協力をお願い申し上げます。

３．当社の対応について
　●　当社役員および運営スタッフは、当日の体調に問題ないことを確認の上、マ
　　スクを着用してご対応させていただきます。
　●　受付のほか会場内各所にアルコール消毒液を設置いたします。
　●　当社役員につきましては、一部の役員のみの出席やオンラインによる出席と
　　させていただく場合がございます。

　今後の状況変化によっては上記の内容を更新いたしますので、適宜当社のホーム
ページ（http://www.fidea.co.jp/）にてご確認をお願いいたします。
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議決権行使等についてのご案内

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。(ご捺印は不要です｡)

日 時
　

2022年6月24日（金曜日）午前10時（受付開始：午前9時）
場 所

　
北都銀行本店 本館4階 大会議室
(末尾の「定時株主総会 会場ご案内図」をご参照ください｡)

書面（郵送）で議決権を行使される場合

株主総会における議決権は、株主の皆さまに当社の経営にご参加いただく重要
な権利です｡
株主総会にご出席されず、郵送による議決権行使をされる場合は、同封の「議
決権行使書」をご返送ください。議案の内容は株主総会参考書類（８頁～19
頁）をご参照ください｡
行使期限

　
2022年6月23日（木曜日）午後5時到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合
パソコン等から議決権行使サイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）
にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コー
ド」及び「パスワード」をご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否
をご入力ください。
行使期限

　
2022年6月23日（木曜日）午後5時まで

■ 複数回にわたり議決権を行使された場合の取り扱い
　郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネット
によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
　また、インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行
使されたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。
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議決権の事前行使方法

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議
決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ
トへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取っ
てください。1

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック
議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック
議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く9：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可
能です。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ
なし提供）
第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類および連
結計算書類に記載または表示すべき事項にか
かる情報を、法務省令に定めるところに従
い、インターネットを利用する方法で開示す
ることにより、株主に対して提供したものと
みなすことができる。

（削除）

株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに
規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供
制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。
(1) 　変更案第16条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子
提供措置をとる旨を定めるものであります。

(2) 　変更案第16条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事
項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

(3) 　株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第16
条）は不要となるため、これを削除するものであります。

(4) 　上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものでありま
す。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。　　　　　　　（下線は変更部分を示します。）

－ 8 －
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定款一部変更議案

現行定款
　

変更案
　

（新設）
（電子提供措置等）
第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類等の内容である情報につい
て電子提供措置をとる。

　②　当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部に
ついて、議決権の基準日までに書面交付請求
をした株主に対して交付する書面に記載す
ることを要しないものとする。

（新設）

附則
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）
第１条　変更前定款第16条（株主総会参考書類

等のインターネット開示とみなし提供）の削
除および変更後定款第16条（電子提供措置
等）の新設は、2022年9月1日から効力を生
ずるものとする。

　②　前項の規定にかかわらず、2022年9月1日
から６カ月以内の日を株主総会の日とする
株主総会については、変更前定款第16条
（株主総会参考書類等のインターネット開示
とみなし提供）は、なお効力を有する。

　③　本条の規定は、2022年9月1日から６カ月
を経過した日または前項の株主総会の日か
ら３カ月を経過した日のいずれか遅い日後
にこれを削除する。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位及び担当 候補者属性

1 た お

田尾 
ゆ う い ち

祐一 取締役兼代表執行役社長
サステナビリティ委員会委員 再 任

　

2 い と う

伊藤 
あらた

新 取締役
サステナビリティ委員会委員 再 任

　

3 ま つ た

松田 
ま さ ひ こ

正彦 サステナビリティ委員会委員 新 任
　

4 と が し

富樫 
ひ で お

秀雄
取締役（非業務執行）
監査委員会委員（常勤）
サステナビリティ委員会委員

再 任
　

非業務
執 行　

5 に し ぼ り

西堀 
さとる

利
社外取締役兼取締役会議長
指名委員会委員長、報酬委員会委員
リスク委員会委員
サステナビリティ委員会委員

再 任
　

非業務
執 行　

6 お が わ

小川 
し ょ う い ち

昭一 社外取締役
監査委員会委員 再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　

7 ふ く だ

福田 
き ょ う い ち

恭一
社外取締役
報酬委員会委員長、指名委員会委員
リスク委員会委員

再 任
　

社 外
　

独 立
役 員

　

8 ほ り

堀 
ゆたか

裕 社外取締役
指名委員会委員、報酬委員会委員 再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　

9 こ ん の

近野 
ひろし

博 社外取締役
監査委員会委員 再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　

10 ぬ の い

布井 
と も こ

知子
社外取締役
監査委員会委員長、リスク委員会委員
サステナビリティ委員会委員

再 任
　

社 外
　

独 立
役 員

　

11 ひ ろ せ

廣瀬 
わたる

渉
社外取締役
指名委員会委員、報酬委員会委員
サステナビリティ委員会委員

再 任
　

社 外
　

独 立
役 員

　

12 か い

甲斐 
ふ み お

文朗
社外取締役
監査委員会委員、リスク委員会委員
サステナビリティ委員会委員長

再 任
　

社 外 独 立
役 員

　

第２号議案　取締役12名選任の件
　現取締役11名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの
で、取締役12名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

＊候補者番号５の西堀利氏は、現在、当社の独立社外取締役でありますが、来期は取締役（非業務執
行）としての選任をお願いしております。

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 1

た

田
 

 
お

尾
 

 
ゆう

祐
 

 
いち

一
再 任

　(1959年２月11日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

12,690株
６年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1981年    4 月 ㈱富士銀行入行
    2002年    10月 ㈱みずほ銀行長野中央支店長
    2003年    11月 同行長野支店長兼長野中央支店長
    2005年    2 月 同行四谷支店長
    2007年    2 月 同行青山支店長
    2008年    10月 同行青山支店青山法人部長
    2009年    4 月 同行執行役員支店部長
    2011年    4 月 同行常務執行役員
    2012年    4 月 みずほ総合研究所㈱代表取締役副社長

　

    2016年    4 月 フィデアホールディングス㈱顧問
    2016年    6 月 ㈱荘内銀行取締役（非常勤）
    2016年    6 月 ㈱北都銀行取締役（非常勤）
    2016年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役兼

代表執行役社長（現職）
    2019年    6 月 ㈱荘内銀行取締役会長（非常勤）
    2020年    4 月 同行代表取締役頭取
    2022年    4 月 同行取締役会長（現職）

　
■取締役候補者とした理由
これまで株式会社みずほ銀行常務執行役員、みずほ総合研究所株式会社代表取締役副社長を歴任。2016年より当社取締役
兼代表執行役社長就任以後、株式会社北都銀行取締役及び株式会社荘内銀行代表取締役頭取、取締役会長を兼務するな
ど、当グループを執行面から包括的に運営管理しております。金融業界における経験と経営に関する相当程度の知見を有
しており、その豊富な経験と知見を当社取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効
性強化が期待できるため取締役候補者としました。

■特別の利害関係
田尾祐一氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

候補者
番　号 2

い

伊
 

 
とう

藤
 

 
 

　
 

 
あらた

新
再 任

　(1961年７月22日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

9,930株
３年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1985年    4 月 ㈱日本債券信用銀行入行
    1991年    7 月 ㈱羽後銀行入行
    2004年    2 月 ㈱北都銀行八橋支店長
    2005年    9 月 同行秋田西支店長
    2006年    7 月 同行仁賀保支店長
    2008年    7 月 同行経営企画部長
    2012年    11月 ㈱ミナミ保険　代表取締役社長
    2014年    6 月 ㈱北都銀行執行役員横手支店長

　

    2016年    6 月 同行常務取締役
    2017年    4 月 フィデアホールディングス㈱常務執行役
    2018年    4 月 ㈱北都銀行取締役常務執行役員
    2018年    6 月 同行取締役専務執行役員
    2018年    6 月 フィデアホールディングス㈱専務執行役
    2019年    4 月 ㈱北都銀行代表取締役頭取（現職）
    2019年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役(現職)

　
■取締役候補者とした理由
当社執行役及び株式会社北都銀行取締役として、営業関連部門を統括する立場に携わる等、豊富な業務経験を有し、業務
全般を熟知しております。また、株式会社北都銀行代表取締役頭取としての経験を通じ、経営に関する豊富な知見も有し
ております。その経験や知見を当社取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強
化が期待できるため、取締役候補者としました。

■特別の利害関係
伊藤新氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 3

まつ

松
 

 
た

田
 

 
まさ

正
 

 
ひこ

彦
新 任

　(1967年７月２日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

5,830株
－年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1990年    4 月 ㈱荘内銀行入行
    2006年    6 月 同行企画部長
    2009年    4 月 同行企画部部長経営統合特命担当
    2009年    10月 フィデアホールディングス㈱経営統括グ

                    ループ長
    2014年    6 月 同社執行役経営統括グループ長
    2017年    4 月 ㈱荘内銀行執行役員経営企画部長
    2017年    6 月 同行取締役兼執行役員経営企画部長
    2018年    4 月 同行取締役常務執行役員営業推進部長
    2018年    4 月 フィデアホールディングス㈱常務執行役
    2019年    4 月 ㈱荘内銀行取締役常務執行役員
    2020年    4 月 同行取締役常務執行役員本店営業部長兼

                    三瀬支店長兼宝田支店長
　

    2021年    3 月 同行取締役常務執行役員本店営業部長兼三
瀬支店長兼宝田支店長兼温海支店長兼ねず
が関支店長

    2021年    4 月 同行取締役常務執行役員本店営業部長兼三
瀬支店長兼宝田支店長兼温海支店長兼ねず
が関支店長兼鶴岡東支店長兼朝暘町支店長

    2022年    3 月 同行取締役常務執行役員本店営業部長兼三
瀬支店長兼宝田支店長兼温海支店長兼ねず
が関支店長兼鶴岡東支店長兼朝暘町支店長
兼藤島支店長

    2022年    4 月 同行代表取締役頭取（現職）
    2022年    4 月 フィデアホールディングス㈱サステナビリ

ティ委員会委員（現職）
　■取締役候補者とした理由

松田氏は、当社執行役及び株式会社荘内銀行取締役として、財務、経営企画、リスク管理、コンプライアンス、営業関連
統括等に携わる等、豊富な業務経験を有しております。また、本年４月より、荘内銀行代表取締役頭取として、同行を統
括する立場にあります。その経験や知見を当社取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能
の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。
■特別の利害関係
松田正彦氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

候補者
番　号 4

と

富
 

 
がし

樫
 

 
ひで

秀
 

 
お

雄
再 任

　
非業務
執 行　(1957年８月16日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

8,378株
１年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1981年    4 月 ㈱荘内銀行入行
    2003年    7 月 同行資金証券部長
    2010年    6 月 同行執行役員資金証券部長
    2014年    6 月 同行常務執行役員資金証券部長
    2016年    6 月 同行常務取締役兼常務執行役員資金証券

                    部長
    2017年    6 月 同行常務取締役兼常務執行役員

　

    2017年    6 月 フィデアホールディングス㈱常務執行役
    2018年    4 月 ㈱荘内銀行取締役常務執行役員
    2020年    4 月 同行取締役専務執行役員
    2020年    4 月 フィデアホールディングス㈱専務執行役
    2021年    4 月 ㈱荘内銀行取締役
    2021年    4 月 フィデアホールディングス㈱理事
    2021年    6 月 同社取締役（現職）

　■取締役候補者とした理由
当社執行役及び株式会社荘内銀行取締役として長年に渡り有価証券運用に携わり、また営業店の担当役員としても豊富な
経験を有しております。同氏の、その豊富な経験と高い識見・専門性を活かし、当社取締役会の意思決定機能や監督機能
の実効性強化等が期待できるため、取締役候補者としました。
■特別の利害関係
富樫秀雄氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 5

にし

西
 

 
ぼり

堀
 

 
 

　
 

 
さとる

利
再 任

　
非業務
執 行　(1953年３月２日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

6,930株
７年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1975年    4 月 ㈱富士銀行入行
    2002年    4 月 ㈱みずほコーポレート銀行執行役員財務企

画部長
    2002年    12月 同行執行役員財務・主計グループ・シニア

コーポレートオフィサー
    2004年    6 月 ㈱みずほフィナンシャルグループ常務取締

役財務・主計グループ長
    2008年    4 月 ㈱みずほ銀行取締役副頭取
    2009年    4 月 同行取締役頭取
    2009年    6 月 ㈱みずほフィナンシャルグループ取締役

　

    2011年    6 月 みずほフィナンシャルグループ顧問
    2015年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役

（社外）
    2016年    6 月 ㈱荘内銀行取締役（非常勤）（現職）
    2016年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役兼

取締役会議長（社外）（現職）
    2017年    6 月 ㈱北都銀行取締役（非常勤）（現職）
    2017年    9 月 ㈱みずほ銀行顧問
    2019年    4 月 ㈱みずほフィナンシャルグループ名誉顧問

（現職）
　■取締役候補者とした理由

西堀氏は現在当社の独立社外取締役でありますが、同氏を今般、非業務執行（社内）取締役候補者とした理由は、同氏に
は長年、当社独立社外取締役として監督機能の実効性向上に貢献していただいたほか、取締役会議長として執行部門との
情報交換や認識共有を図っていただきましたが、厳しい経営環境の下、地方銀行に求められる経営革新のスピードアップ
のためには、同氏が社外取締役としての活動の中で得た当社に関する知識や経験を活かしつつ、今後は、非業務執行取締
役として社内の立場から当グループの経営改革について引き続き様々な提言をいただくとともに、当グループの経営改革
を執行部とともに推進していただくことが適切との判断からであります。同氏は、株式会社みずほフィナンシャルグルー
プ常務取締役財務・主計グループ長、株式会社みずほ銀行取締役頭取を歴任されており、同氏の経営者としての豊富な経
験と高い識見を活かし、引き続き当グループの発展に貢献いただけることを期待し、取締役候補者としました。同氏が選
任された場合は、取締役会議長、指名委員会委員、報酬委員会委員、リスク委員会委員及びサステナビリティ委員会委員
を引き続き兼務していただき、非業務執行取締役として客観的な立場で経営に関与していただく予定であります。
■特別の利害関係
西堀利氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

候補者
番　号 6

お

小
 

 
がわ

川
 

 
しょう

昭
 

 
いち

一
再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　(1945年５月16日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

－株
６年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1968年    4 月 日本銀行入行
    1990年    5 月 同行考査役
    1995年    6 月 ㈱池田銀行取締役
    1995年    10月 同行常務取締役
    2000年    5 月 同行専務取締役
    2002年    6 月 同行代表取締役専務
    2005年    6 月 同行代表取締役副頭取

　

    2009年    10月 ㈱池田泉州ホールディングス取締役
    2010年    5 月 ㈱池田泉州銀行代表取締役副頭取
    2011年    6 月 同行顧問
    2015年    6 月 ㈱ＮＳＤ取締役（社外）
    2016年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役

（社外）（現職）　
■取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
小川氏を社外取締役候補者とした理由は、日本銀行考査役、株式会社池田泉州ホールディングス取締役、株式会社池田泉
州銀行代表取締役副頭取を歴任されており、同氏の経営者としての豊富な経験や高い識見を活かし、経営陣から独立した
立場で当社取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化等に大いに貢献いただくことを期待したためであります。ま
た、同氏が選任された場合は、監査委員会委員として業務執行の妥当性や効率性等に対し客観的かつ中立的立場で関与し
ていただく予定であります。

■特別の利害関係
小川昭一氏と当社の間には特別の利害関係はありません。
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候補者
番　号 7

ふく

福
 

 
だ

田
 

 
きょう

恭
 

 
いち

一
再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　(1949年５月７日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

－株
６年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1972年    4 月 安田生命保険相互会社入社
    1994年    4 月 同社蒲田支社長
    2000年    4 月 同社経営企画部部長
    2001年    4 月 同社経営企画部長
    2002年    7 月 同社取締役経営企画部長
    2003年    4 月 同社取締役企画部長
    2004年    1 月 明治安田生命保険相互会社取締役法人業務

部長
　

    2005年    4 月 同社常務執行役員
    2006年    4 月 同社副社長執行役員
    2006年    7 月 同社取締役執行役副社長
    2012年    7 月 明治安田損害保険㈱代表取締役社長
    2014年    4 月 明治安田生命保険相互会社顧問
    2016年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役

（社外）（現職）
    2018年    6 月 ㈱荘内銀行取締役（非常勤）

　■取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
福田氏を社外取締役候補者とした理由は、明治安田生命保険相互会社取締役執行役副社長、明治安田損害保険株式会社代
表取締役社長を歴任されており、同氏の経営者としての豊富な経験や高い識見を活かし、経営陣から独立した立場で当社
取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化等に大いに貢献いただくことを期待したためであります。また、同氏が
選任された場合は、指名委員会委員長及び報酬委員会委員長、リスク委員会委員として当社の役員候補者の選定や役員報
酬等の決定、リスクガバナンスに関する決定や監督等に対し、客観的かつ中立的立場で関与していただく予定でありま
す。

■特別の利害関係
福田恭一氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

候補者
番　号 8

ほり

堀
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
ゆたか

裕
再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　(1949年10月５日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

－株
６年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1979年    4 月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
    1989年    12月 堀裕法律事務所（現　堀総合法律事務所）

代表弁護士（現職）
    1999年    6 月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科講師
    2004年    4 月 千葉大学理事・副学長・経営協議会委員

（現職）
    2005年    3 月 千葉大学法科大学院（ロースクール）客員

教授
　

    2010年    4 月 内閣府・公益認定等委員会委員
    2016年    3 月 ＪＵＫＩ㈱取締役（社外）（現職）
    2016年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役

（社外）（現職）
    2017年    8 月 ㈱パソナグループ取締役（社外）

　

■取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
堀氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士として培われた豊富な経験と法務全般への高い識見を有しており、同氏の
豊富な経験や高い識見・専門性を活かし、経営陣から独立した立場で当社取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強
化等に大いに貢献いただくことを期待したためであります。また、同氏が選任された場合は、指名委員会委員及び報酬委
員会委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的かつ中立的立場で関与していただく予定であ
ります。

■特別の利害関係
堀裕氏と当社の間には特別の利害関係はありません。
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候補者
番　号 9

こん

近
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
ひろし

博
再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　(1947年５月25日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

－株
２年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1970年    4 月 デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ会

計事務所
    1974年    1 月 クローバー公認会計士共同事務所
    1976年    6 月 秀和公認会計士共同事務所

　

    2007年    6 月 アキレス株式会社　監査役（社外）
    2011年    2 月 近野博公認会計士事務所（現職）
    2020年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役

（社外）（現職）
　

■取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
近野氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士として豊富な経験を有しているほか、アキレス株式会社の社外監査
役も長年経験されており、その豊富な経験と高い識見・専門性を活かし、経営陣から独立した立場で当社取締役会の意思
決定機能や監督機能の実効性強化等に大いに貢献いただくことを期待したためであります。また、同氏が選任された場合
は、監査委員会委員として業務執行の妥当性や効率性等に対し客観的かつ中立的立場で関与していただく予定でありま
す。

■特別の利害関係
近野博氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

候補者
番　号 10

ぬの

布
 

 
い

井
 

 
とも

知
 

 
こ

子
再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　(1951年１月29日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

－株
２年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1986年    2 月 Paribas(London)Capital Markets入社
    1994年    6 月 パリバ証券会社東京支店リスクマネジメン

ト部長
    1996年    6 月 パリバグループ東京支店管理本部長
    2000年    5 月 BNPパリバグループ東京支店総務・人事統

括本部長
    2002年    3 月 BNPパリバホールセール・バンキング人事

部長
　

    2006年    7 月 同社コンプライアンス部長
    2008年    8 月 BNPパリバ銀行東京支店チーフアドミニス

トレィティブオフィサー
    2010年    1 月 BNPパリバ証券株式会社代表者室長
    2016年    1 月 認定特定非営利活動法人アースウォッチ・

ジャパン理事・事務局長（現職）
    2020年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役

（社外）（現職）
　■取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

布井氏を社外取締役候補者とした理由は、BNPパリバグループにおいて、コンプライアンス・人事部門のグローバルヘッ
ドを歴任されたほか、同グループで多様な金融業務を経験されており、また、現在は国際環境NGOの日本法人である認定
NPO法人アースウォッチ・ジャパンの理事・事務局長を務められるなど、同氏の海外法人勤務で培ってこられた豊富な経
験と高い識見、国際感覚を活かし、経営陣から独立した立場で当社取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化等に
大いに貢献いただくことを期待したためであります。また、同氏が選任された場合は、監査委員会委員長やリスク委員会
委員及びサステナビリティ委員会委員として業務執行の妥当性や効率性等、リスクガバナンスに関する決定や監督等に対
し客観的かつ中立的立場で関与していただく予定であります。

■特別の利害関係
布井知子氏と当社の間には特別の利害関係はありません。
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候補者
番　号 11

ひろ

廣
 

 
せ

瀬
 

 
 

　
 

 
わたる

渉
再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　(1954年９月22日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

－株
１年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1977年    4 月 山形県　入庁
    2010年    4 月 同　商工観光部長
    2012年    4 月 同　企画振興部長
    2014年    4 月 同　企業管理者
    2016年    4 月 同　教育委員会教育長
    2019年    4 月 公益財団法人山形県建設技術センター理事

長
　

    2020年    6 月 ㈱荘内銀行取締役（社外）
    2021年    5 月 ㈱ヤマザワ監査役（社外）（現職）
    2021年    6 月 ㈱荘内銀行取締役（非常勤）（現職）
    2021年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役

（社外）（現職）
　

■取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
廣瀬氏を社外取締役候補者とした理由は、山形県商工観光部長、企画振興部長、企業管理者、教育委員会教育長を歴任
し、2019年からは公益財団法人山形県建設技術センター理事長、2020年から株式会社荘内銀行の社外取締役に就任する
など、山形県行政勤務で培ってこられた豊富な経験、事業者支援における高い識見や行政感覚を活かし、経営陣から独立
した立場で当社取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化等に大いに貢献いただくことを期待したためでありま
す。また、同氏が選任された場合は、指名委員会委員や報酬委員会委員及びサステナビリティ委員会委員として当社の役
員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的かつ中立的立場で関与していただく予定であります。

■特別の利害関係
廣瀬渉氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

候補者
番　号 12

か

甲
 

 
い

斐
 

 
ふみ

文
 

 
お

朗
再 任

　
社 外

　
独 立
役 員

　(1959年６月23日生)

所有する当社の普通株式数
取締役在任年数

－株
１年

　

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1983年    4 月 日本銀行　入行
    2007年    6 月 同行　金融機構局参事役（考査企画担当）
    2008年    10月 同行　秋田支店長
    2013年    4 月 預金保険機構　預金保険部長
    2015年    6 月 中央労働金庫常勤監事
    2019年    6 月 公益財団法人東京財団政策研究所　政策

研究ディレクター
　

    2021年    6 月 フィデアホールディングス㈱取締役
（社外）（現職）

    2021年    7 月 損害保険ジャパン株式会社　顧問
（非常勤）（現職）

　

■取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
甲斐氏を社外取締役候補者とした理由は、日本銀行金融機構局参事役（考査企画担当）、秋田支店長、預金保険機構預金
保険部長を歴任されており、その豊富な経験と高い識見を活かし、経営陣から独立した立場で当社取締役会の意思決定機
能や監督機能の実効性強化等に大いに貢献いただくことを期待したためであります。また、同氏が選任された場合は、サ
ステナビリティ委員会委員長や監査委員会委員及びリスク委員会委員として業務執行の妥当性や効率性等、リスクガバナ
ンスに関する決定や監督等に対し客観的かつ中立的立場で関与していただく予定であります。

■特別の利害関係
甲斐文朗氏と当社の間には特別の利害関係はありません。
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（注）1.　小川昭一氏、福田恭一氏、堀裕氏、近野博氏、布井知子氏、廣瀬渉氏及び甲斐文朗氏
は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。

2.　当社は、小川昭一氏、福田恭一氏、堀裕氏、近野博氏、布井知子氏、廣瀬渉氏及び甲斐
文朗氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法
第425条第１項各号に掲げる額の合計額を上限としており、各氏の再任が承認された場合
は当該契約を継続する予定であります。

3.　当社は保険会社との間で会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険契約
を締結しており、当該保険契約の内容の概要は41頁に記載の通りであります。各候補者の
選任が承認された場合は、当該保険契約の被保険者となります。なお、当該保険契約は次
回更新時においても同内容での更新を予定しております。

4.　所有する当社の普通株式は、本招集通知及び株主総会参考書類の作成日現在の所有状況
に基づき記載しております。

5.　小川昭一氏、福田恭一氏、堀裕氏、近野博氏、布井知子氏、廣瀬渉氏及び甲斐文朗氏を
東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。各氏の再任が承認され
た場合は、引き続き各氏を独立役員とする予定であります。なお、当社の独立性基準につ
いては19頁をご参照ください。
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当社のガバナンス体制の特徴

 指名委員会等設置会社を選択

 監督と執行を分離

9名/12名
（75.0%）

非業務執行取締役

7名/12名
（58.3%）

独立社外取締役

企業経営 金融 財務・会計 リスクマネ
ジメント

法務・コンプ
ライアンス 事業戦略 地域経済

田 尾 　 祐 一 ● ● ● ●

伊 藤 　 新 ● ● ● ●

松 田 　 正 彦 ● ● ● ●

富 樫 　 秀 雄 ● ● ●

西 堀 　 利 ● ● ● ● ●

小 川 　 昭 一 ● ● ●

福 田 　 恭 一 ● ● ● ●

堀 　 裕 ●

近 野 　 博 ●

布 井 　 知 子 ● ● ●

廣 瀬 　 渉 ●

甲 斐 　 文 朗 ● ●

【各取締役候補者のスキルマトリックス】
　各取締役候補者が保有するスキルのうち、特に期待する分野は以下の通りであります。

　※上記一覧表は、候補者が有するすべての知見を表すものではありません。
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＜ご参考＞「社外取締役の独立性に関する基準」

＜ご参考＞フィデアグループの「社外取締役の独立性に関する基準」

１．当グループ関係者
①　当グループの業務執行取締役、執行役、執行役員その他の使用人（以下、「業務執行者」とい

う）ではなく、過去においても業務執行者ではなかったこと
②　当社の現在の主要株主（議決権所有割合10％以上の株主をいう）、またはその親会社若しくは

重要な子会社ではなく、またはそれらの者が会社である場合における当該会社の業務執行者で
はなく、最近５年間においても業務執行者ではなかったこと

２．取引関係者
①　当グループを主要な取引先とする者、またはその親会社若しくは重要な子会社ではなく、また

はそれらの者が会社である場合における当該会社の業務執行者ではなく、最近５年間において
も業務執行者ではなかったこと

②　当グループの主要な取引先である者、またはその親会社若しくは重要な子会社ではなく、また
はそれらの者が会社である場合における当該会社の業務執行者ではなく、最近５年間において
も業務執行者ではなかったこと

③　当グループから一定額（過去３事業年度の平均で年間1,000万円または当該組織の平均年間総費
用の30％のいずれか大きい額）を超える寄付または助成を受けている組織の業務執行者ではな
いこと

④　当グループから取締役を受け入れている会社、またはその親会社若しくは子会社の役員ではな
いこと

３．専門的サービス提供者
①　現在、当グループの会計監査人または当該監査法人の社員等ではなく、最近５年間において当
該社員等として当グループの監査業務を担当したことがないこと

②　弁護士やコンサルタント等として、役員報酬以外に当グループから過去３年平均にて年間1,000
万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ていないこと

４．その他
①　上記１～３に掲げる者の配偶者または二親等内の親族ではないこと
②　当社の一般株主全体との間で上記にて考慮されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益
相反が生じるおそれのない人物であること

③　上記２でいう主要な取引先は、最近３事業年度各年度の連結売上高（当社の場合は、連結経常
収益）の２％以上を基準に判定する

④　仮に上記２～４①いずれかを充足しない者であっても、当該人物の人格、識見等に照らし、当
社の十分な独立性を有する社外取締役としてふさわしいと当社が考える者については、当社
は、当該人物が会社法上の社外取締役の要件を充足しており、かつ、当該人物が当社の十分な
独立性を有する社外取締役としてふさわしいと考える理由を、対外的に説明することを条件
に、当該人物を当社の社外取締役候補者とすることができる

以　上
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第13期 (2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで) 事業報告

添付書類

１　当社の現況に関する事項

⑴　企業集団の事業の経過及び成果等
①　企業集団の主要な事業内容　（2022年３月31日現在）

　当社グループは、山形県を営業基盤とする株式会社荘内銀行（以下、荘内銀
行）と、秋田県を営業基盤とする株式会社北都銀行（以下、北都銀行）の経営統
合により2009年10月１日に誕生いたしました。
　地域に密着した広域金融グループとして、経営理念「一人ひとりの情熱と知恵
と挑戦で、東北を幸せと希望の産地にします。」のもと、一人ひとりが持ち得る
最高の知恵を出し合い、情熱と挑戦の姿勢を全員が共有し、地域の新しい価値の
創造、持続的な成長に力強く貢献することを目指しています。
　主たる子会社のうち、荘内銀行は山形県、秋田県、宮城県、福島県、東京都に
おいて、本店ほか支店81か店、出張所５か店、代理店１か店等を拠点とし、ま
た、北都銀行は秋田県、山形県、宮城県、東京都において、本店ほか支店82か
店、出張所３か店等を拠点とし、預金業務、貸出業務、内国為替業務、外国為替
業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務及び社債受託・登録業務を行
い、附帯業務として代理業務や証券投資信託、生命保険等の窓口販売業務等を行
っております。

②　金融経済環境
　当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳
しい状況が徐々に緩和される中で持ち直しの動きが続いたものの、年度末にかけ
て一部に弱い動きがみられました。設備投資や生産において持ち直しの動きが続
いていたものの、個人消費に足踏みがみられ、雇用情勢は弱い動きとなりまし
た。
　また、当社グループの主たる営業エリアである東北地方の経済は、持ち直しの
動きが続いたものの、年度末にかけて一服感がみられました。設備投資が増加
し、雇用環境に改善の動きがみられたものの、公共投資が減少し、個人消費が弱
含み、生産は持ち直しの動きに足踏みがみられる状況となりました。
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③　企業集団の事業の経過及び成果
　現在取り組み中の第４次中期経営計画においては、地域経済の発展への貢献、
地域における金融仲介機能の発揮、従業員の成長を応援する企業風土確立を目指
し、４つの基本方針、a）トップライン収益の強化、b）経費構造の改革、c）働
きがいのある職場づくり、d）フィデアグループＳＤＧｓ宣言の実践に取り組む
こととしております。
（2021年度の取り組み）

a）トップライン収益(*1)の強化
　コロナ禍への対応が進む中で、往来自粛などの影響から地域経済の厳しい
状況が続きましたが、荘内銀行及び北都銀行においては、資金繰りニーズへ
の対応に限らず、お取引先の課題解決をご支援する提案型、コンサルティン
グ型営業を積極的に展開いたしました。そのような中で、山形県及び秋田県
における事業性貸出（２行合算）が保証協会保証付制度融資を中心に前年度
末比129億円増加しております。また、貸出金利回りの低下を主な要因とし
て引き続き預貸金利息差が減少する一方で、役務取引等利益につきまして
は、預かり資産販売手数料のほか、事業承継・Ｍ＆Ａ、ビジネスマッチング
などに関連した法人手数料の積み上げなどにより増加しております。

b）経費構造の改革
　持株会社と各銀行の投資計画を横断的に再検討し抜本的な見直しを行った
こと、総人員が減少したこと、また前年度に実施した店舗統合の効果などに
より、計画前倒しで経費削減が進展し、経費は前年度比11億29百万円減少
いたしました。

c）働きがいのある職場づくり
　第４次中期経営計画とあわせて夢の銀行づくりプロジェクトをスタート
し、ワーク・ライフ・バランスに秀でた特色ある銀行創りに取り組んでいま
す。この一環として、2021年度においては、副業・兼業制度の運用開始、
従業員への特別手当支給、育児休業相談窓口の設置、業務上の旧姓使用の制
度化などを実施いたしました。また、お取引先のニーズに寄り添うコンサル
ティング営業人材の育成のため、スキル別・目的別の研修制度を整備すると
ともに中期的なＯＪＴプログラムを体系化し、ＥＳ（従業員満足）追求を起
点としたＣＳ（お客さま満足）向上に取り組んでおります。
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「フィデアグループ　サステナビリティ方針」
　フィデアグループは、東北地方に根差し新しい価値を育む広域金融グル
ープとして、「東北を幸せと希望の産地にする」という経営理念の実現に
向け、我々を取り巻く、地域経済の持続的な成長、持続可能な地域環境づ
くり、人権の尊重、働きがいのある職場づくり、並びに社会から信頼され
るガバナンス構築の５つを重要な社会課題として認識し、解決に取り組み
ます。
　これらの課題解決を通じて当社グループの企業価値向上を実現し、地域
社会と地域経済の持続的な発展に貢献してまいります。

d）ＳＤＧｓ宣言の実践
　2021年10月に当社取締役会に任意組織として設置したサステナビリティ
委員会での議論を踏まえ、2021年12月、サステナビリティ方針を策定し公
表しております。サステナビリティ方針は、東北地方に根差し新しい価値を
育む広域金融グループとして、地域経済の活性化及び持続可能な地域社会の
実現に貢献し地域のお客さまとともに成長していくというサステナビリティ
の考え方をまとめたものです。

　また、サステナビリティ方針の中で、フィデアグループと地域社会が、と
もに持続的に成長していくための５つの重要課題をマテリアリティとして特
定しており、その対応の一環として気候変動関連財務情報開示タスクフォー
ス（ＴＣＦＤ）提言への賛同を表明するとともに、2022年４月には提言の
趣旨に沿い気候変動への対応に関するガバナンス、戦略、リスク管理、目標
と指標の情報開示を実施しております。

－ 22 －



2022/05/24 20:32:30 / 21826684_フィデアホールディングス株式会社_招集通知

企業集団の事業の経過および成果等

「社会とフィデアグループが持続的に成長するための重要課題（５つのマ
テリアリティ）」
１．地域経済の持続的な成長

　地域やお客さまが抱える課題の解決に取り組むとともに、デジタル技
術も活用しながら、適切な投融資等の金融サービスを提供し、地域経済
の持続的な発展に貢献します。また、地方自治体や教育機関等と協働で
地方創生に取り組むことで、地域課題の解決を目指します。

　
２．持続可能な地域環境づくり

　環境に配慮した経営の実践を通じて地球温暖化や気候変動に対応する
とともに、東北地方の豊かな自然の力を活用した再生可能エネルギー事
業等に積極的に取り組み、脱炭素社会の実現を目指します。また、東北
の農林水産業、観光産業などの産業を支える恵まれた自然環境を守る活
動を支援し、持続可能な地域環境の実現に貢献します。

　
３．人権の尊重

　性別、性的指向、性自認、宗教、信条、障害、人種、国籍等、あらゆ
る人権を尊重します。

　
４．働きがいのある職場づくり

　全ての従業員が働きがいを感じ、能力を発揮できる職場環境を整備す
るとともに、従業員一人ひとりが希望する働き方を実現します。また、
ダイバーシティと働き方改革を推進し、多様な人材の活躍機会を創出し
ます。
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５．社会から信頼されるガバナンスの構築
　透明性と実効性の高いコーポレートガバナンスを実現し、持続的な企
業価値の向上に取り組みます。また、株主、お客さま、従業員、地域社
会など多様なステークホルダーに対し積極的に情報を開示することで、
信頼される企業を目指します。

　

「フィデアグループ　ＳＤＧｓ宣言」
　フィデアグループは、国連が採択したＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）
の趣旨に賛同し、地域課題の解決に向けた取組みを通じて、地域社会の持
続的な発展を目指します。
　フィデアグループの役職員全員が、情熱と知恵と挑戦で、「東北を幸せ
と希望の産地にする」という経営理念を主体的に実践し、ＳＤＧｓの達成
に取り組みます。

「サステナビリティ・気候変動への対応」
（目標と指標）　フィデアグループ投融資方針に基づきサステナブルファ
イナンスに積極的に取り組むとともに、2030年度までのＣＯ₂排出量55％
削減（2013年度比）を目標に、再生可能エネルギー由来電力への転換、省
エネルギー化、各種認証制度の活用などを進めてまいります。

⑴　サステナブルファイナンス　実行額
　2021年度から2030年度まで10年間の累計実行額　4,000億円（うち
環境分野2,000億円）

⑵　ＣＯ₂排出量削減目標
　2030年度までに2013年度比　△55％　（2013年度排出量実績
7,427tco₂）
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※　ＴＣＦＤ（Task Force on Climate‐related Financial Disclosures）
提言
　ＴＣＦＤは、Ｇ20における各国首脳の要請を受けて、2015年12月に金
融安定理事会（ＦＳＢ）に設置された企業の気候変動に関連したリスク及
び機会の情報開示を推奨する作業部会です。
　ＴＣＦＤ提言は、低炭素社会へのスムーズな移行により金融市場の安定
化を図ることを目的に2017年６月に最終報告書として公開されました。
具体的には、気候変動に関連したリスクと機会に係るガバナンス、戦略、
リスク管理、指標と目標の４項目について企業が開示を進めていくことを
求めています。

　当社グループの当期の連結業績につきましては、連結経常収益は、有価証券利
息配当金など資金運用収益を中心に前期比20億97百万円（3.9％）減少し510億
94百万円となりました。また、連結経常費用は、その他業務費用及び営業経費
を中心に前期比17億75百万円（3.8％）減少し445億21百万円となりました。

　2021年度において、荘内銀行及び北都銀行において管理会計として導入して
いる部門別損益につきましては、顧客部門は、預貸金利息差が減少した一方で、
役務取引等利益の増加及び経費削減の進展により、顧客部門業務純益（＝顧客部
門における粗利益－同経費）は第４次中期経営計画の最終年度に黒字化する計画
を１年前倒しで達成いたしました。引き続き、第５次中期経営計画期間中の黒字
化を目指しております顧客部門損益（＝顧客部門業務純益－与信関係費用）の改
善に取り組んでまいります。また、市場部門につきましては、第４四半期に入っ
て以降年度末にかけての金利環境の変化やウクライナ情勢に伴う金融市場の動向
を踏まえポートフォリオの健全性確保に重点をおいた運営をおこなったことなど
から、有価証券利息配当金及び株式等関係損益を中心に市場部門損益が減少して
おります。
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2020年度 2021年度
実績 実績 前期比

連結経常利益 68億円 65億円 △３億円
顧客部門損益 ※ △26億円 △21億円 ＋５億円
　うち顧客部門業務純益 ※ △８億円 ２億円 ＋10億円
市場部門損益 88億円 76億円 △12億円
その他（関連会社ほか） ５億円 ９億円 ＋４億円
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6,000
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2019年度
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連結経常利益 (単位：百万円)
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親会社株主に帰属する当期純利益 (単位：百万円)

（連結経常利益の内訳）

※顧客部門業務純益＝顧客部門における粗利益－同経費
　顧客部門損益＝顧客部門業務純益－与信関係費用

　これらを主な要因として、連結経常利益は前期比３億21百万円（4.6％）減少
し65億72百万円となりました。また、店舗関連の特別損失の減少を含め親会社
株主に帰属する当期純利益は前期比１億91百万円（5.7％）増加し35億６百万円
となりました。

　また、譲渡性預金を含む預金等残高は個人預金及び公金預金を中心に前年度末
比613億円（2.3％）増加し２兆7,118億円となりました。貸出金残高は、山形県
内秋田県内の事業性貸出が増加した一方で、消費者ローンの減少を主な要因とし
て前年度末比190億円（1.1％）減少し１兆7,121億円となりました。
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貸出金残高 (単位：億円)

　株式配当金につきましては、今期１株当たり年間配当金75円（１株当たりの
中間配当金37円50銭、期末配当金37円50銭）と前期実績60円に比較して15円
の増配を実施しております。これにより、今期の配当性向は39.4％（前期
34.0％）となっております。
　なお、当社は、2021年10月１日付で、10株につき１株の割合で株式併合を行
っております。上記は、当該株式併合の影響を考慮した内容でございます。当該
株式併合の影響を考慮しない場合には、1株当たりの中間配当金は３円75銭でご
ざいます。

　当社は、公的資金であるＢ種優先株式(*2)の普通株式転換期限である2025年
３月末までの返済を目指しており、その一環として、2021年９月末に公的資金
の一部返済（Ｂ種優先株式100億円のうち50億円を自己株式として取得し消却）
を実施いたしました。顧客部門の収益性改善ならびに市場部門総合損益の安定確
保を背景として、公的資金の普通株式転換前、2024年度末までの完済が視野に
入り、今後の中期経営計画の実現とＢ種優先株主様向けの配当負担軽減を展望し
た上で、普通株式の株主様向けの株主還元を充実させております。
　当社は、グループの中核事業である銀行業をはじめとした各種事業の公共性を
鑑み、長期的視野に立った経営基盤の確保に努めながら、引き続き、株主の皆さ
まに対し安定的な配当を行うことを基本方針としてまいります。2022年度の株
式配当金につきましても、当事業年度同様１株当たり75円（うち中間配当金37
円50銭）を予定しております。
　なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨
を定款に定めております。内部留保金の使途につきましては、将来の事業発展及
び財務体質の強化のための原資として活用してまいります。
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企業集団の事業の経過および成果等

2020年度末 2021年度末
実績 実績 前期比

連結自己資本比率 9.61％ 9.52％ △0.09％
自己資本の額 1,025億円 993億円 △31億円
リスクアセット 10,668億円 10,437億円 △231億円

（ご参考）公的資金控除後 ※
　　　　　連結自己資本比率 8.67％ 9.04％ 0.37％

(*1)トップライン収益
事業会社の損益計算書の一番上（トップ）の項目である営業収益または売上

高であり、企業が商品やサービスの提供の対価として得たお金を示していま
す。銀行では、貸出金などの資金運用によって得られる資金利益、手数料収益
である役務取引等利益などがこれにあたります。

(*2)Ｂ種優先株式
優先株式は、普通株式に比べて配当金を優先的に受ける、あるいは会社が解

散したときに残った財産を優先的に受け取るなど、投資家にとって権利内容が
優先的になっている株式のことをいいます。

当社は、公的資金を受け入れる際にＢ種優先株式を発行しております。な
お、当社のＡ種優先株式は、荘内銀行と北都銀行の経営統合に関連し発行した
ものですが、すでに自己株式として取得し消却しております。

(*3)リスクアセット
リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）をリスクの度合いに応じて調

整した総資産の額であり、自己資本比率の算出に用いるものです。

　連結自己資本比率につきましては、着実な内部留保充実及びリスクアセット
(*3)コントロールに取り組む中で、2021年９月に公的資金100億円のうち50億
円を返済したことを主な要因として自己資本の額が減少し、前期末比0.09ポイン
ト低下し9.52％となりました。
なお、2022年３月末の公的資金残額50億円を除くベースの連結自己資本比率は
9.04％となり、中期経営計画の中で中長期的な目標としております公的資金返済
後の連結自己資本比率９％台の水準を達成しております。

（連結自己資本比率）

※公的資金は、2020年度末は100億円を控除、2021年度末は50億円を控除。
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企業集団の事業の経過および成果等

（単位：百万円） 2020年度 2021年度 増減
経 常 収 益 27,120 23,932 △3,188

資 金 利 益 18,645 15,404 △3,241
役 務 取 引 等 利 益 1,467 1,547 79
経 費 13,041 12,275 △765

業 務 純 益 4,494 3,713 △781
コ ア 業 務 純 益 7,094 4,628 △2,465

与 信 関 係 費 用 1,156 1,456 299
経 常 利 益 3,849 3,467 △382
当 期 純 利 益 1,566 1,557 △9

（単位：億円） 2020年度 2021年度 増減
貸 出 金 残 高 8,704 8,546 △158
預 金 等 残 高
（ 譲 渡 性 預 金 を 含 む ） 13,084 13,405 321

有 価 証 券 残 高 3,972 3,433 △539

主要な子会社である荘内銀行及び北都銀行の業績は以下のとおりとなりました。

※　荘内銀行（単体）の業績及び預貸金期末残高
（損益）

（主要勘定）
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企業集団の事業の経過および成果等

（単位：百万円） 2020年度 2021年度 増減
経 常 収 益 21,650 22,160 510

資 金 利 益 13,500 15,006 1,505
役 務 取 引 等 利 益 2,259 2,575 315
経 費 12,416 11,998 △417

業 務 純 益 1,607 3,006 1,398
コ ア 業 務 純 益 3,199 5,605 2,406

与 信 関 係 費 用 650 911 260
経 常 利 益 2,539 2,577 38
当 期 純 利 益 1,158 1,413 255

（単位：億円） 2020年度 2021年度 増減
貸 出 金 残 高 8,748 8,726 △22
預 金 等 残 高
（ 譲 渡 性 預 金 を 含 む ） 13,480 13,764 283

有 価 証 券 残 高 3,318 3,369 50

※　北都銀行（単体）の業績及び預貸金期末残高
（損益）

（主要勘定）

④　企業集団の対処すべき課題
　営業地盤である山形県や秋田県は人口減少や高齢化など構造的な問題を抱え、
さらには、新型コロナウイルス感染症拡大の影響、世界景気の後退懸念などか
ら、地域経済の厳しい状況が長期化することが懸念されております。
　このような中で、2022年度は、第４次中期経営計画の最終年度として、前記
の４つの基本方針の総仕上げに取り組んでまいります。具体的には、アフターコ
ロナを見据えたコンサルティング営業を徹底し、山形県内及び秋田県内における
事業性貸出の増強、法人関連を中心とした手数料収益の積み上げを図るととも
に、経費支出の抜本的な見直しを進めてまいります。
　広域性や専門性を強みに、お取引先に寄り添いそのニーズや課題にお応えする
サービスやソリューションをお届けすることで、地域経済の活性化、地方創生に
貢献してまいります。
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グループ理念

※第４次中期経営計画の概要

当社グループは、2020年度から2022年度までの３年間を計画期間とする第４次中期
経営計画により、「お客さまの知恵袋　信頼され相談される銀行」をスローガンに、４
つの基本方針、「トップライン収益の強化」「経費構造の改革」「働きがいのある職場
づくり」「ＳＤＧｓ宣言の実践」に取り組んでまいります。最終年度である2022年度
の目標水準として、顧客部門業務純益の黒字化を前提として、また市場収益基盤の再構
築により、連結純利益30億円以上の達成に取り組むとともに、長期的には公的資金返
済後の連結自己資本比率９％台を目指してまいります。

目 指 す 姿
 地域に密着した「広域金融グループ」として、地域の発展に貢献し続ける
 将来にわたる安定した健全性を確保し、地域における金融仲介機能を十分に発揮する
  従業員のモチベーションが上がる、ESが重視される、働きがいがあり従業員の成長を 
しっかり応援する風土を実現する

スローガン お客さまの知恵袋　信頼され相談される銀行
計 画 期 間 ３年間（2020年度～2022年度）

基 本 方 針

① トップライン収益の強化
 県内事業性貸出基盤の拡大とこれを梃にした役務収益力の強化
 市場収益基盤の再構築

② 経費構造の改革
 営業地域における選択と集中を通じたエリア戦略の継続的な見直しと営業店事務人員の効率化
 両行業務の完全一本化を通じた聖域なき経費削減

③ 働きがいのある職場づくり
 従業員が能力を最大限に発揮できる魅力ある職場環境づくり

④ SDGs／ESGへの取り組み
 フィデアグループ「SDGs宣言の実践」

目 標 指 標

 最終年度である2022年度の目標水準
　　親会社株主に帰属する当期純利益30億円以上
　　　　その前提として「顧客部門業務純益（＊）」の黒字化
※ 長期的な目線として、公的資金返済後の連結自己資本比率 ９％台

顧客部門業務純益＝顧客部門における粗利益－同経費
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企業集団および当社の財産および損益の状況

（単位：百万円）
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

経 常 収 益 48,883 50,864 53,191 51,094

経 常 利 益 5,081 2,872 6,894 6,572

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,785 1,346 3,314 3,506

包 括 利 益 4,957 △6,505 9,475 △3,959

純 資 産 額 119,508 111,800 120,073 109,233

総 資 産 2,731,298 2,714,985 3,221,460 3,265,199

（単位：百万円）
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

営 業 収 益 4,726 3,308 2,607 2,559

受 取 配 当 額 2,852 1,201 1,202 1,310

銀行業を営む子会社 1,201 1,201 1,202 1,310

その他の子会社 1,650 ― ― ―

当 期 純 利 益 2,960 1,523 1,250 1,843

１株当たり当期純利益
円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

156　95 77　69 62　64 98　46

総 資 産 75,055 73,384 73,342 68,232

銀行業を営む子会社株式等 67,488 67,488 67,488 62,488

その他の子会社株式等 5,870 4,602 4,602 4,602

⑵　企業集団及び当社の財産及び損益の状況
イ　企業集団の財産及び損益の状況

（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ　当社の財産及び損益の状況

（注）１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．当社は、2021年10月１日付で普通株式及びＢ種優先株式について10株につき１株の割合

で株式併合を行っております。2018年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１
株当たり当期純利益を算出しております。
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使用人の状況、事務所の状況、設備投資の状況、重要な親会社および子会社等の状況、主要な借入先、事業譲渡等、その他銀行持株会社の現況に関する事項

当 年 度 末
銀　行　業 そ　の　他

使 用 人 数 1,399人 167人

⑶　企業集団の使用人の状況　（2022年３月31日現在）

（注）　使用人数には、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。

当 年 度 末
店　　　うち出張所

山 形 県 66 （4）
宮 城 県 15 （1）
福 島 県 2 （―）
東 京 都 4 （―）
合 計 87 （5）

当 年 度 末
店　　　うち出張所

秋 田 県 84 （3）
宮 城 県 1 （―）
東 京 都 1 （―）
合 計 86 （3）

⑷　企業集団の主要な営業所等の状況　（2022年３月31日現在）
イ　銀行業

㈱荘内銀行

（注）１．ブランチ・イン・ブランチ方式（１つの店舗内で複数の支店が営業する方式）による統合
店を除くと、本支店・出張所数は42か店です。

２．上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を65か所設置しております。

㈱北都銀行

（注）１．ブランチ・イン・ブランチ方式（１つの店舗内で複数の支店が営業する方式）による統合
店を除くと、本支店・出張所数は48か店です。

２．上記のほか、当年度末において海外駐在員事務所を１か所、店舗外現金自動設備を87か所
設置しております。
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使用人の状況、事務所の状況、設備投資の状況、重要な親会社および子会社等の状況、主要な借入先、事業譲渡等、その他銀行持株会社の現況に関する事項

ロ　その他
　㈱荘内銀行及び㈱北都銀行以外の営業所等の状況につきましては、「⑹　重要
な親会社及び子会社等の状況」をご参照下さい。

（単位：百万円）
銀 行 業 そ の 他 合 計

設 備 投 資 の 総 額 2,173 34 2,208

（単位：百万円）
事 業 別 会 社 名 内 容 金 額
銀 行 業 ㈱ 荘 内 銀 行 酒田中央支店　新築移転 790

⑸　企業集団の設備投資の状況
イ　設備投資の総額

（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ　重要な設備の新設等
（新設・拡充・改修）

（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

⑹　重要な親会社及び子会社等の状況
イ　親会社の状況

　該当事項はありません。
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会 社 名 所在地 主 要 業 務 内 容 資本金
当社が有する
子 会 社 等 の
議 決 権 比 率

その他

百万円 ％

㈱ 荘 内 銀 行 山形県
鶴岡市 銀行業 8,500 100.00 ―

㈱ 北 都 銀 行 秋田県
秋田市 銀行業 12,500 100.00 ―

フ ィ デ ア カ ー ド ㈱ 秋田県
秋田市

クレジットカード業
信用保証業
顧客会員へのサービス業務

50 100.00 ―

フ ィ デ ア リ ー ス ㈱ 山形県
山形市 リース業 50 100.00 ―

㈱フィデア情報総研 秋田県
秋田市

システム開発業
調査研究業
情報サービス業

50 87.75 ―

㈱フィデアキャピタル 山形県
山形市 投資業等 80 50.00 ―

ロ　子会社等の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．記載金額は単位未満を、当社が有する子会社等の議決権比率は小数点第３位以下を切り捨
てて表示しております。

２．議決権比率欄は、当社保有割合及び子会社等が有する間接保有割合の合計を記載しており
ます。

借　入　先 借入金残高 当社への出資状況
持　株　数 議決権比率

㈱荘内銀行 10,460百万円 ─株 ─％
㈱北都銀行 500百万円 ─株 ─％

⑺　主要な借入先　（2022年３月31日現在）

⑻　事業譲渡等の状況
　該当事項はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社役員（取締役および執行役）に関する事項、社外役員に関する事項

（年度末現在）
氏　　　名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 その他

田 尾 祐 一
取締役兼代表執行役社長
最高経営責任者（ＣＥＯ）
サステナビリティ委員会委員

㈱荘内銀行代表取締役
頭取

伊 藤 　 新 取締役
サステナビリティ委員会委員

㈱北都銀行代表取締役
頭取

富 樫 秀 雄
取締役
監査委員会委員（常勤）
サステナビリティ委員会委員

監査委員会委員として財務
及び会計に関する相当程度
の知見を有している。

西 堀 　 利

取締役（社外取締役）兼
取締役会議長
指名委員会委員長
報酬委員会委員
リスク委員会委員
サステナビリティ委員会委員

㈱荘内銀行取締役
㈱北都銀行取締役

小 川 昭 一 取締役（社外取締役）
監査委員会委員

監査委員会委員として財務
及び会計に関する相当程度
の知見を有している。

福 田 恭 一
取締役（社外取締役）
指名委員会委員
報酬委員会委員長
リスク委員会委員

堀 裕
取締役（社外取締役）
指名委員会委員
報酬委員会委員

堀総合法律事務所
弁護士

近 野 　 博 取締役（社外取締役）
監査委員会委員

近野博公認会計士事務所
公認会計士

監査委員会委員として財務
及び会計に関する相当程度
の知見を有している。

布 井 知 子
取締役（社外取締役）
監査委員会委員長
リスク委員会委員
サステナビリティ委員会委員

認定特定非営利活動法人
アースウォッチ・ジャパン
理事・事務局長

監査委員会委員（委員長）
として財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有して
いる。

廣 瀬 　 渉
取締役（社外取締役）
指名委員会委員
報酬委員会委員
サステナビリティ委員会委員

㈱荘内銀行取締役
公益財団法人山形県建設
技術センター　理事長

甲 斐 文 朗
取締役（社外取締役）
監査委員会委員
リスク委員会委員
サステナビリティ委員会委員長

監査委員会委員として財務
及び会計に関する相当程度
の知見を有している。

２　会社役員（取締役及び執行役）に関する事項
⑴　会社役員の状況
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氏　　　名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 その他

宮 下 典 夫
執行役副社長
最高財務責任者（ＣＦＯ）
最高ＩＣＴ・システム責任者
（ＣＴＯ）

松 田 　 卓 専務執行役
最高投資責任者（ＣＩＯ）

㈱北都銀行取締役
専務執行役員

新 野 正 博
常務執行役
最高マーケティング責任者
（ＣＭＯ）

工 藤 　 仁
執行役
最高コンプライアンス責任者
（ＣCＯ）

嵯 峨 　 修 執行役

小野山　公　彦 執行役
最高リスク管理責任者（ＣＲＯ）

㈱荘内銀行執行役員
㈱北都銀行執行役員

木 戸 　 祐 執行役
（注）1.　取締役の西堀利、小川昭一、福田恭一、堀裕、近野博、布井知子、廣瀬渉及び甲斐文朗の

各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2.　取締役の西堀利、小川昭一、福田恭一、堀裕、近野博、布井知子、廣瀬渉及び甲斐文朗の

各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
3.　取締役富樫秀雄氏は、常勤の監査委員会委員であります。常勤の監査委員会委員を選定し

ている理由は、社内事情に精通した者が、取締役会以外の重要な会議等への出席や、内部監
査部門等との連携を密に図ることにより得られた情報をもとに、監査委員会による監査の実
効性を高めるためであります。
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役員区分
支給
人数

（人）

報酬等の
総額

（百万円）

固定報酬（百万円）
変動報酬

（百万円）
その他

（百万円）基本報酬 自社株取得
目的報酬

取締役
（社外取締役を除く） ３ 38 33 ２ １ ―

執行役 ９ 103 87 ７ ８ ―
社外取締役 ９ 72 72 ― ― ―

計 21 214 193 10 10 ―

役員区分

支給

人数

（人）

報酬等の

総額

（百万円）

固定報酬（百万円）
変動報酬

（百万円）

その他

（百万円）基本報酬
自社株取得

目的報酬

取締役
（社外取締役を除く）

４ 84 70 ８ ５ ―

執行役 ９ 114 95 ８ ９ ―

社外取締役 ９ 72 72 ― ― ―

計 22 271 238 16 15 ―

⑵　会社役員に対する報酬等

（注）1.　当事業年度中に在任した役員数は取締役４名、執行役９名、社外取締役９名であります。
上表の支給人員との相違は、無報酬の取締役が１名存在していることによるものでありま
す。

2.　報酬等の総額には、当社の主要子会社である荘内銀行及び北都銀行の取締役としての報酬
56百万円（うち取締役（社外取締役を除く）２名45百万円、執行役２名10百万円）を含め
ておりません。当該報酬等を含めたグループの報酬等の総額及び員数は以下のとおりです。
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3.　変動報酬には役員賞与が該当します。役員賞与は当社執行役及び各銀行執行役員に対する
単年度業績向上へのインセンティブを高めるため、各エンティティの業績等を勘案した組織
評価と各役員の業務執行としての業績貢献度合いを勘案した個人評価を踏まえて決定してお
ります。組織評価の業績指標は各銀行における中期経営計画の目標である当期純利益とその
中で特に重視している顧客部門業務純益を中心に各種施策の進展度合いを勘案して、個人評
価は業務執行分野の業績貢献度合いを勘案して、指名・報酬委員会が評定し、最高1.5か月
相当から最低0.3か月相当の賞与マトリックスにて個別支給額を決定しております。なお、
2020年度の当期純利益は当社連結が3,314百万円（当初業績予想比＋1,914百万円、前期比
＋1,967百万円）、顧客部門業務純益は当社（荘内銀行と北都銀行の合算）が▲854百万円
（内部計画比＋779百万円、前期比＋861百万円）となっております。

4.　当社は「フィデアグループ取締役および執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関す
る基本方針」を定めております。その概要等は次のとおりであります。
【当該方針の概要及び決定の方法】
①　報酬委員会は、当社定時株主総会並びに同日開催の当社取締役会において決定される当

社の役員改選に合わせて毎年６月に開催し、当社役員の個人別の報酬等の内容を決定す
る。

②　報酬委員会は、上記①とともに、荘内銀行及び北都銀行の定時株主総会並びに同日開催
予定のそれぞれの取締役会において決定される役員改選に合わせて毎年６月に開催し、各
行取締役の個人別の報酬等の内容を審議し、意見の提言を行う。荘内銀行及び北都銀行
は、それぞれの株主総会の決議及び当社報酬委員会の意見の内容を受けて、それぞれの取
締役会において、それぞれの代表取締役頭取に各行取締役の個人別の報酬等の内容の決定
を一任する決議を行う。各代表取締役頭取は、それぞれの取締役会で、各行取締役の個人
別報酬等の内容を決定する。

③　前項に関わらず、当社は必要に応じて報酬委員会を開催し、当社役員の個人別の報酬等
の内容を決定及び各行取締役の個人別の報酬等の内容を審議し、荘内銀行及び北都銀行に
対して意見の提言を行うことができる。役員の個人別の報酬月額は、報酬委員会規程に基
づき、報酬委員会における公正厳格な協議により決定する。

④　当社役員及び各行取締役の個人別の報酬月額については、報酬委員会規程に基づき、報
酬委員会における公正厳格な協議により決定し、または意見の提言を行う。

⑤　当方針の改廃は報酬委員会が行い、当社並びに荘内銀行及び北都銀行の取締役会に報告
する。

【当該方針に沿うものであると報酬委員会が判断した理由】
　当社では、取締役および執行役の個人別報酬等決定に関し、以下の報酬委員会を開催し決
定しました。その内容は当該方針に沿うものであると判断しております。
（個人別の報酬等決定に係る報酬委員会の開催内容）

①　2021年６月23日開催（報酬委員会）
議題　役員個人の報酬に関する件
内容　当該事業年度に担う役位を基にした役割や責任に応じて支給する個人別報酬等を決

定
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②　2021年７月21日開催（報酬委員会）
議題　役員報酬体系の改定に関する件
内容　他の金融グループ・銀行の水準と比較するとともに、持続的な成長と中長期的な企

業価値の向上に向けたインセンティブが機能する報酬体系を目指し、当グループの
役員報酬を総合的に見直し。また、役員賞与については、前年度業績を勘案した組
織評価及び業務執行としての業績貢献度合いを勘案した個人評価を踏まえて個人別
支給額を決定。

③　2021年９月29日開催（報酬委員会）
議題　役員個人の報酬に関する件
内容　サステナビリティ委員会の新設に伴い個人別報酬等を改定
④　2021年10月28日開催（報酬委員会）
議題　役員個人の報酬に関する件
内容　各委員会への相互就任状況を総合的に勘案し個人別報酬等を改定
⑤　2022年３月１日開催（報酬委員会）
議題　2022年度役員報酬に関する件
内容　執行役体制の変更に伴い個人別報酬等を改定

【譲渡制限付株式報酬制度について】
　報酬委員会は2022年５月13日、2022年度より譲渡制限付株式報酬制度を導入することを
決議しました。この制度は、経営陣に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
を与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的とするものです。具体的に
は、一定期間、自由に譲渡その他の処分をすることができないこと及び一定の事由が生じた
場合には当社が無償取得することを条件に、当社普通株式を取締役（社外取締役及び監査委
員を除く）及び執行役に付与することを想定しています。譲渡制限付株式の割当てに関する
その他の具体的内容につきましては、報酬委員会において決定いたします。

⑶　責任限定契約
　当社は、各社外取締役との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を結んでおります。本契約
に基づき、社外取締役がその任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合にお
いて、その職務を行うにあたり、善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第
425条第１項各号に掲げる額の合計額を上限として当社に対し損害賠償責任を負う
ものとし、その損害賠償責任を超える部分については、免責するものとしておりま
す。

⑷　補償契約
　該当事項はありません。
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被保険者の範囲 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社取締役及び執行役
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、
当社並びに子会社である荘内銀行及び北都銀行のすべての取締役、執行役
及び執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険
契約により被保険者の業務上の行為に起因する損害賠償金及び争訟によっ
て生じた損害が填補されることとなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、
被保険者が私的な利益または違法に便宜供与を得た場合、犯罪行為に起因
する等の場合には填補の対象外としております。

株式会社荘内銀行
取締役及び執行役員

株式会社北都銀行
取締役及び執行役員

⑸　役員等賠償責任保険契約に関する事項

氏　　名 兼職その他の状況
堀 裕 堀総合法律事務所　弁護士
近 野 　 博 近野博公認会計士事務所　公認会計士
布 井 知 子 認定特定非営利活動法人　アースウォッチ・ジャパン　理事・事務局長
廣 瀬 　 渉 公益財団法人　山形県建設技術センター　理事長

３　社外役員に関する事項
⑴　社外役員の兼職その他の状況

（注）1.　他の法人等の重要な兼職の状況については、当社の完全子会社を除き記載しております。
2.　社外取締役堀裕氏は堀総合法律事務所の代表を兼務しております。なお、当社と同事務所

並びに同氏との間には特別の関係はありません。
3.　社外取締役近野博氏は近野博公認会計士事務所の代表を兼務しております。なお、当社と

同事務所並びに同氏との間には特別の関係はありません。
4.　社外取締役布井知子氏は認定特定非営利活動法人アースウォッチ・ジャパンの事務局長を

兼務しております。なお、当社と同法人並びに同氏との間には特別の関係はありません。
5.　社外取締役廣瀬渉氏は公益財団法人山形県建設技術センターの理事長を兼務しておりま

す。なお、当社と同法人並びに同氏との間には特別の関係はありません。
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氏　　名 在任期間
取締役会及び各委員会への出席状況

取締役会 指名委員会 監査委員会 報酬委員会 リスク委員会 サステナビリ
ティ委員会

西 堀 　 利 ６年
９か月

15／15回
（100％）

９／９回
（100％） － ８／８回

（100％）
５／５回

（100％）
５／５回

（100％）

小 川 昭 一 ５年
９か月

14／15回
（93％） － ８／９回

（88％） － － －

福 田 恭 一 ５年
９か月

15／15回
（100％）

９／９回
（100％）

８／８回
（100％）

５／５回
（100％） －

堀 裕 ５年
９か月

15／15回
（100％）

９／９回
（100％） － ８／８回

（100％） － －

近 野 　 博 １年
９か月

15／15回
（100％） － ９／９回

（100％） － － －

布 井 知 子 １年
９か月

15／15回
（100％） － ９／９回

（100％） － ５／５回
（100％）

５／５回
（100％）

廣 瀬 　 渉 ９か月 13／13回
（100％）

７／７回
（100％） － ７／７回

（100％） － ５／５回
（100％）

甲 斐 文 朗 ９か月 13／13回
（100％） － ７／７回

（100％） － ４／４回
（100％）

５／５回
（100％）

氏　　名 取締役会・監査委員会における発言その他の活動状況

西 堀 　 利
金融業界における経営者としての経験を踏まえ、経営の監督と企業の持続的成長
を促す助言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮している。ま
た、取締役会や執行部門との対話を通じて、中長期的な企業価値向上や意思決定
の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行っている。

小 川 昭 一
金融業界における経営者としての経験を踏まえ、経営の監督と企業の持続的成長
を促す助言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮している。ま
た、取締役会等を通じて意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜
行っている。

福 田 恭 一
金融業界における長年の経験を踏まえ、経営の監督と企業の持続的成長を促す助
言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮している。また、取締役
会等を通じて意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行ってい
る。

堀 裕
弁護士としての長年の経験を踏まえ、ガバナンス関連を中心とした経営の監督な
ど社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮している。また、取締役会等
を通じて意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行っている。

⑵　社外役員の主な活動状況
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会社役員（取締役および執行役）に関する事項、社外役員に関する事項

氏　　名 取締役会・監査委員会における発言その他の活動状況

近 野 　 博
公認会計士としての長年の経験、上場企業の社外監査役としての経験を踏まえ、
財務・会計面を中心とした経営の監督など社外取締役に求められる役割・責務を
十分に発揮している。また、取締役会等を通じて意思決定の妥当性・適正性を確
保するための発言を適宜行っている。

布 井 知 子
金融業界における長年の経験を踏まえ、コンプライアンス・リスクマネジメント
を中心とした経営の監督など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮し
ている。また、取締役会等を通じて意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言を適宜行っている。

廣 瀬 　 渉
山形県の行政運営における長年の経験を踏まえ、経営の監督と企業の持続的成長
を促す助言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮している。ま
た、取締役会等を通じて意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜
行っている。

甲 斐 文 朗
金融業界における長年の経験を踏まえ、経営の監督と企業の持続的成長を促す助
言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮している。また、取締役
会等を通じて意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行ってい
る。

（単位：百万円）
支　給　人　数 当社からの報酬等 当社の親会社等からの報酬等

報酬等の合計 9 72 －

（注） 社外取締役廣瀬渉氏及び甲斐文朗氏は2021年６月24日に当社取締役に就任し、在任中にお
ける取締役会の開催回数は13回、監査委員会の開催回数は７回であります。

⑶　社外役員に対する報酬等

⑷　社外役員の意見
　該当事項はありません。
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当社の株式に関する事項

（単位：千株）
種　　　類 発行可能株式総数 発行済株式の総数
普通株式 56,000 18,142

Ｂ種優先株式 7,000 1,250
計 63,000 19,392

種　　　類 株 主 数
普通株式 24,046名

Ｂ種優先株式 1
計 24,047

株 主 の 氏 名 又 は 名 称 当 社 へ の 出 資 状 況
持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,571千株 14.18％
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 630 3.47
フ ィ デ ア ホ ー ル デ ィ ン グ ス 従 業 員 持 株 会 501 2.76
Ｄ Ｆ Ａ  Ｉ Ｎ Ｔ Ｌ  Ｓ Ｍ Ａ Ｌ Ｌ  Ｃ Ａ Ｐ
Ｖ Ａ Ｌ Ｕ Ｅ  Ｐ Ｏ Ｒ Ｔ Ｆ Ｏ Ｌ Ｉ Ｏ 348 1.92
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ４ ） 188 1.04
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 188 1.03
ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ 385781 179 0.99
公 益 財 団 法 人 克 念 社 178 0.98
株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 165 0.91
広 野 　 摂 165 0.91

株 主 の 氏 名 又 は 名 称 当 社 へ の 出 資 状 況
持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 1,250千株 100.00％

４　当社の株式に関する事項
⑴　株式数

⑵　当年度末株主数

⑶　大株主
イ　普通株式

（注）　持株比率は、自己株式（17,635株）を控除して計算しております。

ロ　Ｂ種優先株式
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会計監査人に関する事項

（単位：百万円）

氏名又は名称 当該事業年度に係る会計監査人
の報酬等の額 そ　の　他

EY新日本有限責任監査法人
17 ─指定有限責任社員 根 津 昌 史

指定有限責任社員 日下部惠美
指定有限責任社員 熊 谷 充 孝

５　会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の状況

（注）1.　監査委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実
務指針」を踏まえ、会計監査人及び社内関係部門からの必要な資料の入手や報告を通じて、
監査項目別監査時間及び監査内容などを確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、
会計監査人の報酬額につき、会社法第399条第１項に定める同意を行っています。
2.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
3.　当社、子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は104百万円
であります。

⑵　責任限定契約
　当社は会計監査人との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約は締
結しておりません。

⑶　補償契約
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人に関するその他の事項
イ　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が監査業務を適切に遂行できないと判断されるとき、その他その必
要があると判断されるとき、監査委員会は、会計監査人の解任又は不再任の議案
の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い
たします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの事由に該当
すると認められる場合、監査委員会は、監査委員全員の同意により会計監査人を
解任いたします。この場合、監査委員会が選定した監査委員会の委員は、解任後
最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を
報告いたします。
ロ　当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、当社の重要な子会社
である株式会社荘内銀行及び株式会社北都銀行の会計監査人を務めております。
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財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、その他

６　財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　該当事項はありません。

７　その他
会社法第459条第１項の規定による定款の定めにより取締役会に与えられた権限の
行使に関する方針（剰余金の配当等の決定に関する方針）
　当社は、グループの中核事業である銀行業務をはじめとした各種事業の公共性
を鑑み、長期的視野に立った経営基盤の確保に努めながら、株主の皆さまに対し
安定的な配当を行うことを基本方針としております。剰余金の配当等の決定機関
は取締役会であり、公的資金の早期返済を展望しながら業績を踏まえた内部留保
の積み上げに努めるとともに、筋肉質な経営体質への転換、安定的な配当の維持
に取り組んでまいります。
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連結貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

リース債権及びリース投資資産

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

　

725,949

3,811

589

51,717

680,385

1,712,140

1,963

5,091

49,641

23,518

12,951

8,290

21

2,254

2,280

2,090

44

145

1,081

2,662

17,958

△13,593

　

(負　債　の　部)

預 金 2,656,962

譲 渡 性 預 金 54,867

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 52,825

借 用 金 343,800

外 国 為 替 58

そ の 他 負 債 25,758

役 員 賞 与 引 当 金 45

退 職 給 付 に 係 る 負 債 645

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 126

偶 発 損 失 引 当 金 459

繰 延 税 金 負 債 2,040

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 416

支 払 承 諾 17,958

負 債 の 部 合 計 3,155,965

(純 資 産 の 部)

資 本 金 18,000

資 本 剰 余 金 23,550

利 益 剰 余 金 55,942

自 己 株 式 △24

株 主 資 本 合 計 97,468

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 10,317

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △203

土 地 再 評 価 差 額 金 914

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 421

その他の包括利益累計額合計 11,449

非 支 配 株 主 持 分 314

純 資 産 の 部 合 計 109,233

資 産 の 部 合 計 3,265,199 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 3,265,199

（2022年３月31日現在）連結貸借対照表

－ 47 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

監
査
報
告

計
算
書
類

2022/05/24 20:32:30 / 21826684_フィデアホールディングス株式会社_招集通知

連結損益計算書

(自　2021年 4 月 1 日
至　2022年 3 月31日) 連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 51,094
資 金 運 用 収 益 30,504

貸 出 金 利 息 18,450
有 価 証 券 利 息 配 当 金 11,366
コ ー ル ロ ー ン 利 息 及 び 買 入 手 形 利 息 △0
預 け 金 利 息 679
そ の 他 の 受 入 利 息 9

役 務 取 引 等 収 益 8,500
そ の 他 業 務 収 益 7,641
そ の 他 経 常 収 益 4,446

償 却 債 権 取 立 益 106
そ の 他 の 経 常 収 益 4,339

経 常 費 用 44,521
資 金 調 達 費 用 164

預 金 利 息 135
譲 渡 性 預 金 利 息 4
コ ー ル マ ネ ー 利 息 及 び 売 渡 手 形 利 息 △25
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 42
借 用 金 利 息 0
そ の 他 の 支 払 利 息 7

役 務 取 引 等 費 用 3,457
そ の 他 業 務 費 用 9,842
営 業 経 費 25,702
そ の 他 経 常 費 用 5,354

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,116
そ の 他 の 経 常 費 用 3,237

経 常 利 益 6,572
特 別 利 益 6

固 定 資 産 処 分 益 2
補 助 金 収 入 3

特 別 損 失 950
固 定 資 産 処 分 損 287
減 損 損 失 659
固 定 資 産 圧 縮 損 3

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,628
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,579
法 人 税 等 調 整 額 517
法 人 税 等 合 計 2,097
当 期 純 利 益 3,531
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 25
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,506
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貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

未 収 収 益

そ の 他

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

その他の有形固定資産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

　

362

13

0

400

775

53

1

12

29

97

131

131

67,090

17

118

67,226

67,456

　

（負　債　の　部）

流 動 負 債

未 払 配 当 金 35

未 払 法 人 税 等 9

前 受 収 益 4

未 払 費 用 16

役 員 賞 与 引 当 金 13

そ の 他 21

流 動 負 債 合 計 100

固 定 負 債

長 期 借 入 金 10,960

退 職 給 付 引 当 金 42

固 定 負 債 合 計 11,002

負 債 合 計 11,102

（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本

資 本 金 18,000

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 11,735

そ の 他 資 本 剰 余 金 23,372

資 本 剰 余 金 合 計 35,108

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 4,046

利 益 剰 余 金 合 計 4,046

自 己 株 式 △24

株 主 資 本 合 計 57,130

純 資 産 合 計 57,130

資 産 合 計 68,232 負 債 純 資 産 合 計 68,232

第13期末（2022年３月31日現在）貸借対照表
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損益計算書

第13期 (自　2021年 4 月 1 日
至　2022年 3 月31日) 損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益
関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,310
関 係 会 社 受 入 手 数 料 1,249
営 業 収 益 合 計 2,559

営 業 費 用
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,181
営 業 費 用 合 計 1,181

営 業 利 益 1,378
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
土 地 建 物 賃 貸 料 45
機 械 賃 貸 料 26
雑 収 入 17
営 業 外 収 益 合 計 89

営 業 外 費 用
支 払 利 息 107
雑 損 失 157
営 業 外 費 用 合 計 264

経 常 利 益 1,203
特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 647
特 別 利 益 合 計 647

税 引 前 当 期 純 利 益 1,850
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3
法 人 税 等 調 整 額 2
法 人 税 等 合 計 6
当 期 純 利 益 1,843
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 津 昌 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 日 下 部 惠 美
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 熊 谷 充 孝

独立監査人の監査報告書
2022年５月13日

フィデアホールディングス株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、フィデアホールディングス株式会社の2021年４月１日から
2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フィ
デアホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務
の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 津 昌 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 日 下 部 惠 美
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 熊 谷 充 孝

独立監査人の監査報告書
2022年５月13日

フィデアホールディングス株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、フィデアホールディングス株式会社の2021年４月１日
から2022年３月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務
の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

会計監査人の監査報告書謄本
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会計監査人の監査報告書

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査委員会の監査報告書

監　査　報　告　書
　当監査委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第13期事業年度における取締役および執行役
の職務の執行について監査いたしました。その方法および結果につき以下の通り報告いたします。
1.　監査の方法およびその内容
　監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロおよびホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容ならびに
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役および執行役ならびに使用人等か
らその構築および運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記
の方法で監査を実施しました。
①　監査委員会が定めた監査委員会監査基準に準拠し、監査の方針等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、取締役会および経営会議その他重要な会議に出席し、取締役および執行役からその職務の執行に関す
る事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、当社の各業務部門において
業務および財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役、執行役および監査等委員等と意思疎通および情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。
2.　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
二　取締役および執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。
三　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容ならびに取締役および執行役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

⑵　計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2022年５月13日
フィデアホールディングス株式会社　監査委員会

監査委員（社外） 布 井 知 子 ㊞
監査委員（常勤） 富 樫 秀 雄 ㊞
監査委員（社外） 小 川 昭 一 ㊞
監査委員（社外） 近 野 　 博 ㊞
監査委員（社外） 甲 斐 文 朗 ㊞

　
(注) 　監査委員布井知子、小川昭一、近野博および甲斐文朗は、会社法第２条第15号及び第400条第３項に規定

する社外取締役であります。

監査委員会の監査報告書謄本

以　上

－ 55 －



◎単元未満株式の買増制度・買取制度のご案内

（お手続き方法）
　証券会社等で単元未満株式をご所有の株主さま
　　　お取引のある証券会社等にお申し出ください。

　特別口座で単元未満株式をご所有の株主さま
　　　株主名簿管理人　みずほ信託銀行株式会社にお申し出ください。
　　　フリーダイヤル　0120-288-324（土、日、祝日を除く９:00～17:00）

単元未満株式は、そのままでは市場での売買ができません。
当社には、単元未満株式を所有される株主さま向けに、単元株式数（100株の倍数）になる
よう市場価格にて買い増しいただける「買増制度」、単元未満株式の市場価格での買い取り
を請求いただける「買取制度」がございます。

45株

45株 55株

100株未満の株式を、当社に対して市場価格で売却できる制度です。

当社から市場価格で購入

現金化

＋

100株（単元株）に不足する数の株式を、当社から市場価格で購入し、
単元株にすることができる制度です。

（例）45株を保有の場合、55株を買い増して、100株とすることができます。

当社に市場価格で売却
買取
請求

買増
請求 100株

（単元株式）



中継会場ご案内図

中継会場に
ご来場の
株主さまへ

中継会場は株主総会の会場ではございません。秋田市の定時株主
総会会場の模様を映像でご覧いただけます。秋田会場と異なり、
ご質問、賛否等株主権のご行使はできません。

仙台中継会場

中 継 会 場
日時　　2022年６月24日（金曜日）午前10時
場所　　仙台中継会場、鶴岡中継会場、山形中継会場
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東
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番
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西
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ホテル
メトロポリタン仙台

ロフト

◎当ビルの１階は荘内銀行仙台支店です。

宮城県仙台市青葉区中央
三丁目１番24号
荘銀ビル８階
当社本社会議室



鶴岡中継会場

山形中継会場

JR鶴岡駅
駅前広場

県道349号線(羽州浜街道)

山王日枝神社

八文字屋書店

荘内病院

山形大学
農学部

鶴岡公園

鶴岡市役所

県道47号線
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道
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中継会場
荘内銀行本店
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山形グランド
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中継会場
荘銀山形ビル

山形中央
郵便局
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（駅前大通り）
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山形県鶴岡市本町
一丁目９番７号
荘内銀行本店
３階大会議室

山形県山形市本町
一丁目４番21号
荘銀山形ビル５階
荘内銀行会議室



北都銀行本店

北都ビルディング

土手長町通り

なかいち
あきた芸術劇場
「ミルハス」

アトリオン

西武

県立美術館

フォンテ秋田

お堀

お堀

旭川
二
丁
目
橋

中
央
通
り（一方
通
行
）

広
小
路（一方
通
行
）

バスターミナル駐車場

JR 秋田駅

● 駐車場のスペースに限度がございますので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

秋田県秋田市中通三丁目１番41号

北都銀行本店  本館４階 大会議室
TEL  018－833－4211

第13期 定時株主総会  会場
定時株主総会

会場ご案内図

● 新型コロナウイルス感染防止のため、書面（郵送）又はインターネット等による事前の議決権行使をい
ただきますようお願い申し上げます。

● 株主総会ご出席の株主さまへのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承くださいますよ
うお願い申し上げます。


